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《論　文》

ケアワーカーとしてのキャリアと、ケアワーカーからのキャリア

社会政策の課題としての介護労働市場と3つのキャリア

石　田　健太郎

1　はじめに

本稿では、高齢者ケアにおける介護者、とり

わけフォーマルケアを担うケアワーカーについ

て、以下の2点を検討することを課題とする。

　第1に、介護労働市場が、社会政策上の課題

としてどのような位置を占めているのかについ

て検討する。第2に、介護労働市場内において

ケアワーカーのキャリアが、どのように形成さ

れることが望ましいと考えられているのかにつ

いて検討する。さらに、これら2つの検討に伴

って、現在、介護の職場構造が、どのように再

構築されようとしているのかについて整理す

る。以上の検討を通じて、介護の職場組織の構

造をデザインしなおす上での論点をいくつか提

起することとしたい。

2　介護労働市場についての検討

2．1　介護労働市場は、どのように社会政策

　　　上の課題となるのか？

　介護労働市場は、2000年の介護保険制度の施

行以後、急速に拡大している。介護サービス関

連全体でみた場合、その労働に従事するものは、

2000年では、101万2，209人であったが、2007年

には197万1，200人となり、約2倍となっている。

このうち、本稿の考察の対象であり、高齢者に

対して直接的なケアを提供するものは、2007年

で、112万6，838人となっている（1）。

　三富紀敬によれば、ケアワーカーの労働市場

全体に占める大きさ、つまり、就業者全体に占

めるケアワーカーの比率は3．0％と推計される。

これは、ケアワーカーの就業者比率に関する国

際比較の点から言えば、家族主義的な福祉国家

であるスペイン・ハンガリーで3．0％程度、自由

主義的な福祉国家であるアメリカ・カナダ・イ

ギリスで5．0％、保守主義的な福祉国家であるフ

ランス・オランダで7．0％、普遍主義的な福祉国

家であるデンマーク・スウェーデンで10．0％程

度となっていることと比べて、日本のそれはス

ペイン・ハンガリーと並ぶ程度の小規模なもの

に留まっていると言うことができよう。ここで

注意が必要な点は、三富のケアワーカーの定義

には、高齢分野だけでなく、障害分野、児童分

野の就業者が含まれていることである。上述し

たケアワーカーの規模の算出には、国勢調査に

おける社会福祉専門職業従事者、幼稚園教員、

ホームヘルパー、介護職員、を合計した182万

471人（2005年）が、用いられている（三富

2009）。三富のケアワーカーに関するこのよう

な定義は、欧米におけるケアワーク・ケアワー

カーの範囲に応じたものである。3節でも見る

ように、欧米におけるケアワーカーには、高齢

者や障害者の介護を行うものだけでなく、児童

の保育を行うものまでが含まれている。そして、

すべての領域におけるケアワーカーが、現在、

一貫して社会的地位の低い仕事とされている。

欧米においては、ケアワーカーの低い労働条件
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と社会的排除という事実とその規模から、介護

労働市場は社会政策上の課題として浮上する。

　欧米におけるケアワーカーの定義とは異なっ

て日本においては、ケアワーカーといった場合、

高齢者の直接的なケア提供を行うものに限定し

て使用されることが、一般的用法となっている

といえよう。保育園で働く保育士も、病院で働

く看護助手も、ケァワーカーとはあまり呼ばれ

ないし、議論の範躊となることはない（2）。あく

までも、訪問介護におけるホームヘルパーや、

施設における介護職員をケアワーカーと呼んで

おり、それ以外の労働者は別立てに論じられる。

保育士やその他の社会福祉専門職業従事者に関

しては、福祉労働論において、ホームヘルパー

や介護職員と同一の問題系に属することとして

論じられることもある。しかし、病院で働く看

護助手については、就労空間が病院であること

やその職務内容（ベッドメイキングや院内の物

品運搬・補充、患者の移送など）から、福祉労

働論からも除外されてしまう。病院において患

者の生活の質を職務として主として担うのは看

護師であり、看護助手は患者の生活の質に直接

関わらない。まさに、看護業務に周辺的に参加

する補助的労働者とされている。そのため、就

労空間の特性からも職務内容の特性からも看護

助手は、福祉労働論から論じられることはなく、

その意味で彼らは日本において、三富が言うよ

うな「福祉国家の忘れられた人々」（三富

2005）となっている｛3）。このようにして限定さ

れる日本のケアワーカーではあるが、労働市場

全体に占める比率は、1．7％となっており、先ほ

ど提示した三富の推計よりも若干、小規模なも

のとなっている（4｝。

　では、諸外国の労働市場と比較して小規模な

介護労働市場ではあるが、日本における社会政

策上の課題として登場していないか、といった

らそうではない。介護労働市場が、社会政策上
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の課題として取り上げられることは、現在めず

らしいことではなく、むしろ、ますますその問

題への言及は多くなっている。2007年にNHK

スペシャルにおいて「介護人材が逃げてゆく」

として取り上げられたことや、いわゆるコムス

ン・ショックやサービス事業者による介護報酬

不正請求事件などによって、それまで期待され

たような「新しい職場としての介護」というポ

ジティブなイメージから、「きつい・低賃金」

といったようなネガティブなイメージが普及・

定着した。そして、「喫緊の課題」として政策

策定者にも介護の現場の「高い離職率」が、問

題視されるようになった。2007年にはまた、「社

会福祉事業に従事する者の確保を図るための措

置に関する基本的な指針」が、1993年以来、15

年ぶりに見直された。こうした見直しは、従来、

「伝統的な女性職」としてみなされてきたケァ

ワークを、「若者を中心」としたすべての人々

に選択される職業へ転換するものであり、「ケ

アワークの男性化」の進行に寄与するものであ

ろう。いいかえるならば、女性のライフコース

と関連した限定的な雇用の問題から、男性をも

含みこんだ雇用の問題へと社会政策上の課題が

転換しつつある。

　また、グローバリゼーションの観点からは、

日本においては諸外国からの労働力の受け入れ

が経済連携協定上の問題として浮上する。看

護・介護分野においては2008年から、インドネ

シァとフィリピンからの外国人労働者の受け入

れが行われるようになっている。こうした「グ

ローバリゼーションの使用人」とされるケア労

働の国際的移動（Parrenas　2002）は、移民の

女性化として特徴づけられ、社会政策上の課題

となる。国内における労働力の不足を補うため

に外国人労働者を活用することは、労働力供給

源を拡大することの一つの選択肢であろう。看

護・介護分野における労働力の確保が困難であ
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るならば、そうした選択肢をとることも回避し

えないのかもしれない。

　日本における外国人労働者の受け入れは、現

在のところ出入国管理及び難民認定法に規定さ

れる一定の要件を満たすことが必要となってい

る｛5）。政府の外国人労働者受け入れに関する基

本的な方針は、「第9次雇用対策基本計画（平

成11年8月13日閣議決定）」にあるように、専

門的・技術的分野については積極的推進を図る

ものとなっている。その一方、単純労働者につ

いては、つぎの2点から慎重な議論が行われて

いる。1つに国内労働市場にかかわる問題や経

済社会・国民生活への多大な影響、もう1つが

送出国や外国人労働者本人にとっての影響、で

ある。こうした基本的方針も、構造改革や規制

緩和を推し進める流れの中で、「経済財政運営

と構造改革に関する基本方針（平成16年6月4

日閣議決定）」や「規制改革・民間開放推進3

ヵ年計画（改定）（平成17年3月25日閣議決定）」

が示されることによって、変化した（山崎

2006）。このような段階を経て、国内の介護労

働市場に外国人労働者は登場することになった

が、それに伴って新たに社会政策上の課題とし

て、社会的統合ニーズとその社会コストの問題

と、介護の職場構造における外国人労働者と日

本人労働者の雇用問題という2軸を、含みこま

ざるをえなくなった⑥。

2．2　介護労働市場に関する議論の前提

　ここまで介護労働市場が、どのように社会政

策上の課題として取り上げられるのか、という

ことを簡略にではあるが見てきた。これらの先

行する議論からは、いくつもの論点が提起され

てきた。しかしながら、そこではつぎのような

点が、しっかりと明示された形で議論が行われ

てきたことが、これまで少なかったように思わ

れる。それは、どのような点かといえば、サー
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ビスの担い手であるケアワーカーの社会的地位

と、ケアワーカーによって提供されるサービス

の質の関係はどのようなものか、ということで

ある。

　サービスの担い手であるケアワーカーの社会

的地位と、ケアワーカーによって提供されるサ

ー ビスの質の水準の関係は、当然にトレードオ

フの関係が成立するものと考えることもできる

が、その一方で、それが当然とは考えない可能

性についても考慮しなくてはならない。それは、

介護を含めた福祉という労働の場が、ヴォラン

ティアを実質的な周辺的労働力として位置づけ

てきたことからも、むしろ、自明視することは

できないといった方がよいかもしれない。つま

り、「ケアワーカーの社会的地位と提供される

サービスの質は関連しない」という可能性も、

十分ありうるということである。誤解をおそれ

ずにいうならば、ケアワーカーの社会的地位と

は別の要因に介入することによって、介護の現

場が直面する問題を改善することができるかも

しれないということだ。

　以下では、「サービスの担い手の社会的な地

位と、サービスの水準の連関」について、①ト

レードオフの関係にないと仮定した場合と、②

トレードオフの関係にあると仮定した場合につ

いて、それぞれ社会政策上の介入がどのように

行われうるのかについてみる。まず、①トレー

ドオフの関係にないと仮定した場合について検

討してみよう。

　感情労働とバーンアウトの連関を経験的に検

証した三橋弘次は、ケアワーカーに対して行っ

た聞き取り調査のデータから、つぎのような興

味深い示唆を与えてくれている。ケアワークは、

感情労働と強く結びついた労働であり、日本に
　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　び　　　　　　　ゆ

おいては、しばしば「感情労働することが燃え

尽きを引き起こす」といった主張されてきた。

しかしながら、先行研究は、そのような「単純
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な因果連関」が支持されないことを明らかにし

ているし、三橋による事例分析の結果からは、
　　ゆ　　　　　　　　　　　コ　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　コ　　　ロ　　　コ

「感情労働したいのにできない状況が燃え尽き

の現象に共通した背景としてあった」ことが示

された（三橋2008：586）。

　このことから、ケアワーカーの離職問題につ

いて、ひとつの示唆を得ることができよう。も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ちうん、三橋が指摘するように、「感情労働し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

たいのにできない状況が燃え尽きの現象に共通

した背景としてあった」からといって、安易に

できるようにするといった選択肢は、ジェンダ

ー規範との結びつきの点から避ける必要があ

る。単純にできるようにするということではな

く、あくまでも「できない環境」について着目

することで、ケアワーカーが介護の現場で直面

する問題を改善することが出来るのではないか

といった程度の示唆である。

　っついて、家族主義的な福祉国家であるイタ

リアのケアワークに関する宮崎理枝の研究につ

いて見てみよう。宮崎は、イタリァの高齢者領

域における外国人の（不法就労という意味での）

非正規労働が拡大した要因の1つとして、「外

国人介護労働者の非正規雇用の経済的メリット

とその選択の必然性」をあげているC7｝。そして、

外国人介護労働者が非正規雇用であることの経

済的メリットとして、つぎの3点をあげている。

1つは、正規一非正規間労働コストの格差であ

り、もう1つは労働コスト格差の縮小や補填の

ための施策の不備、そしていま1つは、非正規

雇用に留まることによる、雇用者と労働者双方

の利点の大きさ、である。それぞれの点につい

て、日本の介護労働市場が得ることのできる示

唆は多くあるが、もっとも興味深い点は、つぎ

に宮崎が指摘する外国人の非正規労働の「正規

化」が繰り返し行われたことと、それに付随し

た懸念にある。外国人の非正規労働の「正規化」

とは、不法滞在者と不法就労者の増大に対して、
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多くの移民労働者を合法化することで、まちが

いなく、イタリアのケアワークの担い手である

移民の社会的地位を向上させるものであった。

　しかし、その一方でこうした「正規化」施策

が繰り返されることによって、「将来的な追認

措置を期待して不法滞在や超過残留を行う者を

増加させるのではないか」という懸念を生み出

してもいるという（宮崎2005）。結局のところ

「正規化」施策による社会的地位の向上は、既

存の3つの経済的メリットを打ち破るほどの誘

引とはなりえず、ケアワークを「魅力のない」

領域のままとし、移民をその労働力供給源とし

て存続させつづけたのである。

3　ケアワーカーのキャリア形成についての検討

3．1　ケアワーカーの3つのキャリア

　2節では、介護労働市場が社会政策上の課題

として、どのような位置を占めているのかにつ

いて検討した。また、それら議論の前提となっ

ている「サービスの担い手の社会的な地位と、

サービスの水準の連関」が、単純にトレードオ

フの関係にあるのではなく、その他の様々な要

因によって規定されていることを感情労働やイ

タリアの移民に関する先行研究から示した。

　では、「サービスの担い手の社会的な地位と、

サービスの水準の連関」に、2．2で仮定したよ

うに単純なトレードオフの関係がないのなら

ば、サービスの担い手の社会的地位を向上させ

る必要がないのか、といえばまたそれも「否」

であろう。そこで新たに課題となるのが、「サ

ー ビスの担い手の社会的な地位が、サービスの

水準にどのような影響を及ぼすか」（cf：三富

2005）という、もうひとつの論点を明らかにす

ることとなる。動機づけと行為の連関を明らか

にするこのような試みは、まさに、社会学的な

営みといえるだろう。以上のような点から本節
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では、サービスの担い手であるケアワーカーの

社会的地位の向上について、キャリア形成の観

点から検討する。

　ケアワーカーのキャリア選択を考える上で、

想定可能なキャリアはいったいどのようなもの

があるだろう。ここでは3つのキャリアの可能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　コ　　　　　　　ゆ

性をあげてみよう。まず、①ケァワーカーとし

て経験を積み重ね、技術を習得しケアワークの

高い専門性を備えた熟練者（熟達）になってい

くというキャリァがあるだろう。つぎに、②職

場組織における内部労働市場において、ケアワ

ーカーから管理者、そして経営者へと移動して

いくというキャリァを考えることができる。さ

いごに、③職場組織内にとどまらずに外部労働

市場へ移動することで、キャリアアップを図る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　

場合もある。つまり、ケアワーカーからのキャ

リアを築く場合である。もちろん、外部労働市

場へ移動する場合、介護労働市場から一切退出

し、まったく異なる業種・職種でキャリア形成

を行うといったこともあるだろう。けれども、

ケアワーカーが介護労働市場の中に定着し、キ

ャリアを積み重ねていくことのできる要因を明

らかにしたいのだから、ここでは、介護関連サ

ー ビスを含んだ介護労働市場においてキャリア

を継続した場合の3つのキャリアについて検討

することにしよう。

3．2　ケアワーカーとしてのキャリァ形成

　　　一職場組織内での移動

　まず、ケアワーカーとして経験を積み重ね、

技術を習得し、熟練者となっていくというキャ

リアについて、みてみよう。一般的に職場組織

が、個人のキャリア形成を支援するには、はじ

めに彼／彼女自身が保有する職業能力を的確に

把握することが必要となる。そして、職場組織

において育成が求められている職業能力と、学

習者の職業能力の差を埋めるために必要な能力
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開発の機会を提供することが、求められる。ま

た、キャリア形成のための研修内容とその機会

に加えて、学習者自身が自発的／積極的にキャ

リァを形成していくためには、能力開発への取

り組みや職業能力の伸長を評価し、何らかの報

酬に反映させる「能力開発促進型」の報酬管理

を行ったりする。ケアワーカーのキャリア形成

支援にとって特徴的な点は、それが伝統的な女

性職であり、実際にその多くが女性であること

から、仕事と家庭生活の調和を図ることが重要

となる点にあるという。従来のような賃金や社

会的評価といった報酬ではない、「新しい報酬」

としてのワーク・ライフ・バランス支援が、人

材確保や従業員の仕事への意欲を引き出すので

ある　（cf：佐藤2008）〔s）。

　現在、個人にとってのキャリア形成の意味は、

単に職場生活や職場での実践の経験のみを考慮

して行うものでは、なくなっている。地域社会

や家庭生活、社会・政治情勢、社会政策等の多

様な要素を含みこんだ個別のライフコースにお

いて、さまざまな生活を不安定化させる要因を

コントロールしつつ、展望されるものに個人の

キャリアはなったのである。そのため、職場組

織においても、このような状況に応じた、個々

人のキャリア形成の支援を行うことが、必要と

される。

　ケアワーカーとしてのキャリアの形成過程に

ついて考えると、もっとも単純化した場合、佐

藤博樹が示したつぎのような職能等級制度をあ

げることができる。そこでは、ケアワーカーの

成長過程は5つのステージに分けられ、それぞ

れのステージごとに課題（必要とされる職務遂

行能力）が設定される。ケアワーカーは、こう

した職務課題を適切に遂行できるようになるこ

とを職場において求められ、またそれが遂行可

能になってはじめて、キャリアラダーを上昇移

動していくことになる。
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表1　職能等級制度の例示

明星大学社会学研究紀要

1級（見習い） ヘルパー資格2級取得で実務経
験なし

2級（初任者）
実務経験1年以上、生活援助と
身体介護のいずれかをひと通り
にこなせる

3級（一人前）
実務経験2～3年、生活援助と
身体介護のいずれかも完壁にこ
なせる

4級（ベテラン）
実務経験4年以上、生活援助と
身体介護のいずれかも完壁にこ
なせる

5級（指導者） 4級のベテランレベルの職業能
力に指導能力が加わる

［出典：佐藤博樹2008：194］

　けれども、佐藤の示したこのようなケアワー

カーのキャリアラダーは、4～5年でそのラダ

ーが終わってしまう非常に短いものとなってい

る。これでは、高度な専門職として熟練したケ

アワーカーになるイメージとはほど遠い。同様

に全国社会福祉協議会が示したキャリァとその

研修体系もまた、佐藤が示したイメージよりは、

長期間の養成を必要とするように見えるが、そ

れでも、やはりその到達点を介護部門の統括責

任者においたものとなっている（全国社会福祉

協議会2008）。この他にも介護福祉士の専門職

能団体である日本介護福祉士会から、生涯研修

制度の体系が示されているが、これもまた、介

護福祉士の頂点を専門介護福祉士・研究介護福

祉士・管理介護福祉士と区分けしており、その

先のラダーを示したものとはなっていない。

　職場組織にどのような形で参入するかによっ

てキャリア形成の道程は、様々に異なってくる。

介護の現場の構成を理念型として分類すると、

それはつぎのような様相をみせる。前田・阿部

（2007）によると介護の職場は、おせっかい志

向の働き方をするケアワーカー（主婦）と、仕

事志向の働き方をするケアワーカー（若者）に

よって構成される職場であるという。問題は、

このように働き方の志向が異なるケアワーカー

に対して、どのようなキャリアラダーを用意す

るのか、といった点にあるだろう。ケアワーカ

No．30

一の調査では、彼らはとても研修や勉強に対し

て熱心である、といった結果が示されることが

多い。けれども、その反対に研修などを用意し

ても参加してもらえないといった結果が示され

ることもある。こうした違いは、石田（2006）

で示したように直行直帰型の労働形態の場合、

職場集団から孤立してしまうため、研修への参

加の障壁が高くなってしまうものがいる一方

で、正規雇用の場合には、職場集団にあらかじ

め包摂されているために参加障壁が低くなって

いるといったことを考えることができる。また、

そもそも個々人のライフスタイルにとって、仕

事がどの程度のウェイトを占めているかによっ

ても異なるだろう。職場組織が複数の異なった

アクターによって占められている場合、キャリ

ァ形成を支援するあり方も職場組織への「参加」

の方法に応じて、複数用意されなければならな

いo

　職場組織への「参加」の方法についての極端

な例は、社会福祉法人の場合、施設長などの経

営幹部候補者のケースであろう。小林雄二郎に

よれば、社会福祉法人の経営幹部の確保は、①

外部からの移動、②内部労働市場での移動、③

世襲によって行われるという。これまで1法人

1施設やそれに近い運営を行ってきた社会福祉

法人の場合、経営幹部の確保は世襲による場合

が少なくないものであった。その場合、候補者

の職場組織への参加は、儀礼的な意味合いを持

っている（小林2010）。

　それに対して内部労働市場における上昇移動

の可能性は、これまで明示されてこなかったと

いえる。それは、専門職能団体などが示してこ

なかった経営職を含めたキャリアのイメージ

が、全国社会福祉施設経営者協議会（2009）が

整理した「キャリアパスガイドライン（仮称）

中間報告」によってはじめて明確に示されたと

いうことからも明らかなように思われる。本中
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［表2　キャリアパスの例（特別養護老人ホーム版）］
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間報告は、厚生労働省が実施する介護職員処遇

改善交付金事業の満額給付要件として、職員の

キャリアパスの作成が求められたことに対応し

て作成されたものである。ケアワーカーのキャ

リアラダーは、制度的な後押しがあってようや

く構築され、外部からの移動でも世襲によって

でもない、純粋に職場組織の内部労働市場にお

ける上昇移動の可能性が、明示されたのである。

3．3　ケアワーカーからのキャリア

　　　　　　　　　　職場組織外での移動

　3．2にみたように介護の職場における離職率

を改善するという課題から、内部労働市場にお

いてケアワーカーとしてのキャリア形成を行う

ための職場構造の再構築が、制度的に進められ

ている。そこでは、ケアワーカーとしての望ま

しいキャリア形成のために必要な、職場組織に

おける職位とそれに対応した役職・役割、求め

られる能力・資格・経験、賃金体系のあり方、

そして職務内容が検討されている。その一方で、

個人に視点を移してみれば、よりよい労働条件

を求めたり、キャリアアップのために、職場組

織における内部労働市場にとらわれることな

く、外部労働市場において自らキャリアを展望

することも必要となる。キャリアの形成には、

人的資本の蓄積を行うことが望ましい。そのた

め、職務内容についても、類似性やその高度化

が基本となろう。

　　ケアワーカーの職務内容について行為レベル

でみた場合、それは、医療的行為から分節化さ

れた医療的ケアと生活援助行為の2つをあげる

ことができる（石田2009a）。これは、直接的な

ケア提供に必要な職務に限定された行為である

が、ケアワーカーとしてのキャリアを形成する
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場合、第1の課題はその熟練にある。こうした、

直接的なケア提供への熟練は、医療的ニーズの

高まりなどもあり、医療的ケアに関する技術の

習熟が必要となる。医療的ケアは、あくまでも、

医療的行為から分節化された行為群ではある

が、ひるがえってその先には医療的行為群が控

えている。養成課程における看介一元化といっ

た要請からも、そしてその行為領域の特性から

も、ケアワーカーからのキャリアの一つとして、

看護師が想定される。

　フィンランドは、厳密にではないが、看介一

元化という養成制度を先行して実現させてい

る。笹谷春美によれば、フィンランドにおける

ケアワーカーの養成は、現在、中等職業教育訓

練改革の一環として1993年に創設された資格、

ラヒホイタヤ（practical　nurse）教育によって

行われているという。ラヒホイタヤは、フィン

ランドにおける保健医療部門における7つの資

格と、社会ケア部門における3つの資格を統合

して新たに創設されたもので、広範な分野を統

合する社会・保健医療分野の基礎資格として設

計されたものである（9）。そこでは、社会・保健

医療分野での看護や介護、保育に関する任務遂

行能力と普遍的な価値観、職業倫理観、寛容性、

問題解決能力を備えた人材を養成することが目

的とされる。具体的には、すべての分野に共通

した一般教養学習と職業訓練学習を学ぶ基礎部

分と、看護や介護、保育といったそれぞれの領

域について学ぶ専門部分の2階建てによって運

営されている。このような教育課程を修了する

ことによって、ケアワークに関する能力獲得の

証明が行われ、高齢者ケアに限られない保育な

どの他の労働市場への移動可能性が保障され

る。さらに、ラヒホイタヤが中等職業教育訓練

段階に応じた資格であることから、より高度な

ケアワークを担う高等職業教育訓練段階に応じ

た資格を取得できるように設計されている
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（cf：笹谷2008）。

　現在、日本においては、介護から看護へのキ

ャリアを形成するためには、養成制度の設計上、

労働市場そのものから、いったん退出すること

が必要となる。そのため、ケアワーカーに示さ

れる看護師という新たなキャリアラダーへの参

入は、費用や年齢といった高い障壁によって、

「見せかけの希望」となるかもしれない。

　また、ケアワーカーのキャリアの先に新たに

看護師というキャリアがあるといった仮定は、

隣接領域で働く看護師との専門職としての決定

的な違いを失わせることになることからも問題

化される。それは、医療専門職のヒエラルキー

へ回収されることを意味し、福祉労働としての

専門性を放棄することになるだろうし、これま

で以上に看護職との賃金水準に差が生まれる可

能性があるからだ。もっとも、こうしたキャリ

アラダーのあり方の検討は、現在のところすで

に実現に向けて動き出しているし、見せかけの

キャリアラダーの構築を行うではなく、養成制

度そのものを一元化することによって、上昇可

能なキャリアラダーの構築を行うこともでき

る。そして、それによって現在の看護職と介護

職の賃金水準の間に新たな層を生み出す可能性

もある。

　ところで、ケアワーカーからのキャリアの形

成には、看護師とはまた別のラダーがすでに用

意されている。それは、生活の総合性にもとつ

いた援助を行い、利用者の生活の質を担保する

職務内容を担っているという意昧で、福祉労働

の専門性を起点としたキャリァ形成ということ

ができよう。端的にいえば、それはケアマネー

ジャー（介護支援専門員）という新たなキャリ

ア形成である。ケアマネージャーは、介護保険

制度において利用者が、サービス利用計画を作

成する際に、本人の希望とその家族の要望、さ

らに、サービス事業者との間を調整する役割を
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果たす。直接的なケアを提供するケアワーカー

に対して、ケアマネージャーは、利用者の相談

に応じて適切なサービスをコーディネートする

ことで、間接的にケアを提供する。ケアマネー

ジャーの有資格者に占める、ケアワーカー経験

者の占める割合は4割強程度と推定され（10）、

その規模から介護労働市場においてケアワーカ

ーから展開されるキャリアの一つとしてすでに

確立されているといえよう。また、ケアワーカ

ーが、医療モデルではなく、生活モデルに立脚

する専門職ならば、むしろ看護師というキャリ

アではなく、ケアマネージャーというキャリア

選択が、現に生活を営む個々人にとっては、有

効な指し手なのではないだろうか。ただし、こ

うした指し手も、そのポストが看護師よりも少

ないことや、実際に直接的なケア提供を行うも

のが必要であるという動かしがたい事実から

も、個人ではなく社会におけるキャリアのあり

方を模索する場合には、行き詰まりが見えてい

るともいえる。

4　おわりに

　最後に、個人の働き方を含めた職場組織の構

造について、どのような政策的対応をとること

が要請されているのかについて、ここでは、「発

注者としての国家」と「心理的ケアに関する社

会保障」という2つの点について言及しておこ

う。

　広井良典によれば、日本における公共事業の

あり方について、積極的雇用政策の一種とみな

すことで、中卒・高卒といった比較的低学歴層

を雇用に吸収し、それを通じた生活保障を行っ

てきた側面があったことを指摘している。積極

的雇用政策とは、社会保険によって一定の所得

保障（現金給付）を行うような消極的雇用政策

に対して、そうした政策自体が雇用を積極的に

生み出すような政策をさす。具体的には、職業
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訓練、職業紹介、政府による雇用事業などをさ

し、北欧諸国は介護労働をその政策対象として

介入を行ってきた。ただし、こうした取り組み

も、エスピン・アンデルセンが、サービス経済

化が福祉レジームにもたらすジレンマとしてあ

げた「雇用増加ゼロか劣悪な職か」（Esping－

Andersen　1999＝2000：164）といった二者択一

の問題をはらむことにも注意する必要がある。

一つの選択肢は、サービス経済化の拡大によっ

て、サービス部門における雇用（それによって

社会全体における雇用）を増大させる。ただし、

それには低技能・非熟練サービスの拡大を伴

い、社会の中に大規模で劣悪な雇用を生むこと

につながる。もう一つの選択肢は、雇用の質を

重視することで熟練・専門職を再生産する。た

だし、この場合、社会全体としての雇用増加は

見込めない（cf：森川2004：83－89）。このどち

らかを選択することになるとエスピン・アンデ

ルセンは指摘する。日本の介護労働市場の現状

を鑑みるに、介護を社会化・可視化した介護保

険制度の施行は、まさに、家族の無償のケア負

担を軽減するための「代替」を一般化させたが

その反面、劣悪な雇用（社会的評価・賃金の相

対的な低さ）のもと介護の現場を支えるケアワ

ー カーを増大させたものであった。

　こうした課題に対しては、広井が提起する心

理的ケアの社会保障にもとついて介護労働の職

場組織の構造をデザインしなおすことが有効で

あろう。心理的ケアの社会保障とは、アメリカ

やドイツの公的医療保険において心理的・社会

的サポートが独立して評価されていることを受

けて提案されたものである。そして、特定病因

論に限定された医療システムのモデルを、社会

的要因や環境的要因を含み込んだモデルへと転

換することで、診療報酬上の評価やスタッフ配

置、医療費の配分のあり方を含めて問いなおす

（広井2006：201）（11）。
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　このような資源分配のあり方の見直しを通じ

て介護労働の職場組織やその職務が設計される

ならば、ケアの受け手と与え手のどちらを優先

させるのかといった議論の組み立てを行う必要

も、幾分かは緩和されるだろう。ケアの専門性

に関しては、社会福祉学がこれまで蓄積してき

た援助技術における専門的援助関係の原則や、

生活形成力能に関する詳細な分析と実践の積み

重ねが必要となる。最後に公的な資源分配のあ

り方の見直し、介護労働を再編成することが社

会政策上、そして現実の社会生活上、意味ある

ことと力づけてくれる、三冨のつぎの言葉を引

用し、ひとまず論を綴じることとしたい。

　「ケアワーカーの安定的な確保が、公的

な費用の負担とその拡充を避けて実現され

るとは、到底予想しえない。公的な費用の

負担は、ケアワーカーの社会的な地位の向

上に寄与するにとどまらない。それは、ケ

アワークを担う人々の定着率を高め、教育

訓練への投資の拡大とも相まって、対人サ

ー ビスの質を引き上げることにもなる。か

かる投資は、社会資本の投資と同じように

すぐれて費用効果的であり、いかにも公共

的な色彩を帯びる」（三富2005：327）

注

1）介護サービス施設・事業所調査各年版より、

　集計。また、従業者数は常勤換算ではなく、実

　人員。

．2）もっとも精神科病棟に勤務する筆者の友人に

　よれば、看護助手のことを「ケアさん」という

　呼称が用いられることもあるようだ。

3）看護助手については、厚生労働省と中央職業

　能力開発協会によって進められる職業能力資格

　証明制度に対応して、医療福祉情報実務能力協

　会によってメディカルケアワーカー検定制度が
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発足している。看護助手は、看護師の看護業務

や看護内介護の軽減を図るために医療機関にお

いて導入されたものであり、本検定はその実務

能力を認定するものである。職業能力資格証明

制度については、職業能力開発局能力評価課に

おいて取り組まれており、詳細については、中

央職業能力開発協会HYPERLINK”http：／／

www．h｝rouka．jaxTada．or．jp／hyouka／”http：／／

www．hyouka．javada．or．jp／hyouka／を参照のこ

　と。さらに、若者問題との関連で「若年者就職

基礎能力支援事業」いわゆるYES一プログラム

　（＝Youth　Employability　Support　Program）

　についても参照されたい。

4）就業構造基本調査によれば、有業者は6，598

万人（2007年）である。一方のケアワーカーは

介護サービス・施設調査から、112万6，838人

　（2007年）となっている。

5）就労が可能となるには、在留資格に定められ

　た範囲での就労やその例外、「永住者・日本人

　の配偶者・永住者の配偶者・定住者」といった

身分といった要件を満たさなくてはならない。

6）伊藤らが指摘するように、外国人労働者の活

用には、単純労働者という想定だけでなく、日

本の労働市場における賃金水準に誘引されるこ

　とで、技能や専門的知識の高い労働者が単純労

働者として移動し、送出し国におけるケア資源

　を様々な位相で収奪するという現象が起きるか

　もしれないという点に注意が必要となる（伊

藤・小ヶ谷・テネグラ・稲葉2004：276）。

7）宮崎は、その他に公的な介護制度の地域間格

差と不備と、高齢者介護への家族的責任とこれ

　を支える家族主義の存在をあげている。

8）ワーク・ライフ・バランス支援のための新報

酬の例として、たとえば、2010年度予算におい

　て厚生労働省が予算化した、介護事業者内保育

所の設置に対する補助金（1カ所あたり1，000

万円）があげられる。
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9）統合された社会・保健医療分野における10の

　資格としては、次のものが挙げられている。保

　健医療分野の資格としては、①perushoitajaペ

　ルスホイタヤ（準看護婦），②
　mielenterveyshoitaja（精神障害看護助手），③

　hammashoitaja（歯科助手），④lastenhoitaja（保

　母／保育士），⑤jalkojenhoitaja（ペディケア士，

　⑥kuntohoitaja（リハビリ助手），⑦

　IZtikint5vahtimestari－sairaankuljettaja（救急救

　命士一救急運転手），社会ケア分野では、①

　kehitysvammaistenhoitaja（知的障害福祉士），

　②kodinhoitaja（ホームヘルパー），

　paivahoitaja（日中保育士）がある（笹谷

　2008）。

10）ケアマネージャーの有資格者に占める、ケア

　ワーカー経験者の占める割合は、正確に推計す

　ることは難しいが、ここでは、便宜的に以下の

　数値から推計することとしたい。厚生労働省老

　健局振興課人材研修係によれば、介護支援専門

　員実務研修受講試験の合格者数は、491，135人

　となっている。そのうち、介護福祉士と相談援

　助業務従事者・介護等業務従事者の占める割合

　は、それぞれ33．9％、10．796で、合lti’44．6％とな

　っている（2009年12月現在）。ただし、複数の

　法定資格取得者が含まれることや資格取得後に

　実務に就かないものがいることも想定されるか

　ら、実際のケアワーカー経験者数はそれよりも

　少ないと思われる点に注意されたい。

11）広井があげる心理的ケアの具体例は、病院に

　おけるカウンセリングや心理的・社会的サポー

　ト、児童相談所や家裁調査官における子ども・

　家族関係の心理面のケア、若者の雇用関係のカ

　ウンセリング、失業関連や自殺予防、メンタル

　ヘルス等への取組みである。現在では、高齢や

　精神障害に関する退院支援に関する報酬評価や

　職員配置が規定されるようになっている。
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